
令和８年度川西町定住住宅支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本町に定住することを支援し活力に満ちた魅力ある地域社会

の構築を図るため、定住する意思をもって町内に住宅を取得する者に対して予算

の範囲内で交付する補助金について、川西町補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する規則（昭和４４年規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 住宅 川西町内に存する住宅で、自らが所有し、かつ、自らが居住する戸建

て住宅をいう。 

⑵ 定住 川西町の住民基本台帳に記録されることであって、かつ、川西町の区

域内に住宅を有し、当該住宅に５年以上居住することをいう。 

⑶ 新築住宅 工事請負契約に基づき取得する住宅をいう。 

⑷ 中古住宅 新築住宅以外の住宅をいう。 

⑸ 若者世帯 住民基本台帳に記録されている世帯で、申請日において夫若しく

は妻が満４９歳以下で戸籍上婚姻関係にある世帯又は申請日において満４９歳

以下の父親若しくは母親と子からなる世帯をいう。 

⑹ 町外転入世帯 川西町外に１年以上居住し、かつ、川西町内に転入する世帯

をいう。 

⑺ 町内業者 川西町内に住所を有する個人事業者又は川西町内に本店若しくは

主たる事務所を有する法人をいう。 

⑻ 取得 新築住宅又は中古住宅の引渡しを受け、かつ、住宅の所有権保存登記

若しくは所有権移転登記が完了することをいう。ただし、住宅の無償譲渡、贈

与又は相続による住宅の取得を除く。 

⑼ 取得費用 新築住宅は工事請負契約書の請負代金額、中古住宅は売買契約書

の売買代金額をいう。 

⑽ 着手 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条に規定する確認済証

の交付を受けなければ着手できない工事内容と同様とする。 

 （交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当する

者とする。 

⑴ 定住する意思をもって本町に住宅を取得し、かつ、住宅に係る所有権の持分

を有する者 

⑵ 市町村税に滞納がない者 

⑶ 公共事業による移転補償に伴う住宅の取得でない者 



⑷ 町が交付する住宅の取得に関する他の補助金を受けていない者 

⑸ 補助金の交付決定後に新築住宅を着手する者又は中古住宅の売買契約を締結

する者 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、基本補助金の額及び加算補助金の額の合計額とする。ただ

し、補助金の額は、住宅の取得費用の２分の１又は補助金の額のうち低い額とし

補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

 （基本補助金の額） 

第５条 基本補助金の額は、第３条に規定する交付対象者に２０万円を補助する。 

 （加算補助金の額） 

第６条  加算補助金の額は、第３条に該当する者のうち、次の各号に該当する場合、

それぞれ１０万円を加算した額を補助する。ただし、加算補助金の額は、該当す

る各号を合計した額又は５０万円のいずれか低い額とする。 

 ⑴ 若者世帯の場合 

 ⑵ 義務教育終了前の子を養育し同居している場合 

 ⑶ 町外転入世帯を含む場合 

 ⑷ 町内業者と契約し住宅を取得する場合 

 ⑸ 土砂災害防止法（平成１２年法律第５７号）に基づく町内の土砂災害警戒区

域等から住宅を移転する場合 

 （交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令和８年

度川西町定住住宅支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添えて、町長に申請しなければならない。 

⑴ 申請者及び申請者の属する世帯のすべての世帯員が記載されており、かつ、

続柄が記載された住民票 

⑵ 取得する住宅の見積書の写し 

⑶ 取得する住宅の位置図、配置図及び平面図の写し 

⑷ 申請者本人の納税証明書 

⑸ 誓約書（様式第２号） 

⑹ 新築住宅取得の場合は、工事請負契約書の写し 

⑺ その他町長が必要と認める書類 

 （交付の決定） 

第８条 町長は、前条に規定する申請書を受理した時は、申請内容の審査及び現地

調査を行い、適正と認める場合は、補助金の交付を決定しその旨を令和８年度川

西町定住住宅支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知

するものとする。 

２ 町長は、補助金の交付決定にあたり、交付の目的を達成するために必要な条件

を付することができる。 



 （申請内容の変更等） 

第９条 前条の規定により交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、 

補助金の交付決定を受けた後に申請内容を変更するとき又は申請を取り下げると

きは、令和８年度川西町定住住宅支援事業補助金交付変更（取下げ）承認申請書

（様式第４号）によりあらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を令和８年

度川西町定住住宅支援事業補助金交付変更（取下げ）承認通知書（様式第５ 

号）により交付決定者に通知するものとする。 

 （実績報告書） 

第１０条 交付決定者は、住宅を取得した日から３０日を経過した日又は令和９年

３月３１日のいずれか早い日までに令和８年度川西町定住住宅支援事業補助金実

績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、町長に報告しなければなら

ない。 

⑴ 住宅の登記事項証明書等本人所有が確認できる書類の写し 

⑵ 交付決定者及び交付決定者の属する世帯のすべての世帯員が記載されており、

かつ、続柄が記載された住民票 

⑶ 取得した住宅の外部及び内部の完成写真 

⑷ 取得した住宅に係る領収書の写し 

⑸ 中古住宅取得の場合は、売買契約書の写し 

⑹ その他町長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第１１条 町長は、前条に規定する報告があったときは、実績報告書の審査及び必

要に応じて現地調査を行い、その報告を適正と認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、令和８年度川西町定住住宅支援事業補助金額確定通知書（様式第

７号）により交付決定者に通知するものとする。 

 （補助金額の請求） 

第１２条 交付決定者は、前条の規定による補助金額の確定の通知を受けたときは、

速やかに令和８年度川西町定住住宅支援事業補助金請求書（様式第８号）を町長

に提出しなければならない。 

 （交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１３条 町長は、交付決定者が、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金

の交付決定を取り消すことができる。 

⑴ この要綱及び補助金交付の条件に違反したとき。 

⑵ 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

⑶ その他、町長が補助金の交付決定を取り消すべき事由があると認めたとき。 

２ 前項の規定により補助金の交付決定を取り消された交付決定者が、既に補助金

の交付を受けているときは、町長の請求に応じ交付を受けた補助金を返還しなけ

ればならない。 



 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


